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 1 ． 問題提起

　普段の我々の消費について少し考えてみよう。例えば，同じコーヒーでも，マ

クドナルドの１２０円のプレミアムローストコーヒーを好む人もいれば，スター

バックスでのコーヒーを好む人，あるいは，ホテルの上層階で景観を楽しみなが

ら飲む１０００円を越えるコーヒーを好む人もいる。どこで飲もうがコーヒー豆の

品質それ自体に大差はない。それでも，それぞれの場所で飲むコーヒーを好む人

もいればそうでない人もいる。消費者によってはそれぞれのコーヒーをシーンや

気分で使い分ける人もいるだろう。確かに，サービスの品質や雰囲気などの物理

的な違いはあるが，それだけで消費を決めてはいないだろう。

　他にも，生活費や食費を削り，４畳半のアパートに住んでまで，ベンツに乗っ

ている若者が存在している。このように他を切り詰め，こだわりのある商品に多

額の資金を投資するような一点豪華主義の消費 １）が増えてきている。また，同じ

キャラクターグッズをひたすら集め続けることに意義を感じるような消費もあ

  １） 一点豪華主義の事例はみせびらかしの消費としての「顕示的消費」（Veblen １８９９，邦訳，p.８２-１１７）
と Baudrillard（１９７０）が主張する使用価値を超えたモノの記号的意味の両者が関係すると考えら
れる。
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る。これはモノを通じて自分のアイデンティティを主張する「モノ語り」とも呼ば

れている。

　このように，消費という行為自体が，快楽，自己表現，優越性の確認といった

意味を持つようになってきており（間々田 ２０００，p.９-１０），モノの価値，手段

としての消費だけでは説明できなくなりつつある。自分の期待値をどこに置くの

か（河合 １９９７，p.２９３），あるいは所有や消費を通じて何を表現したいのかによっ

て消費行為自体が異なってくるのである。

　内閣府による消費支出データからも消費のタイプが変化していることがわか

る。２００７年と１９９７年の項目別消費支出 ２）を比較した場合，通信費（１５１. ６％），

保健・医療（１２７. ８％），外食・宿泊費（１０９. ５％）などが増加傾向にあり，一方で

被服・履物費（５９. ６％），家具・家庭用機器・家事サービス費（７９. ２％）が減少傾

向にある。アパレルや電化製品といったモノの獲得に対する対価としての消費か

ら，コンテンツや情報，時間消費への対価へと支出が大きく変化しており，消費

や使用を通じて得る効用よりも消費そのもの，消費のプロセスをヨリ重視する社

会へと変わりつつあり，マーケティングの競争も財布シェアの争奪から時間シェ

アの争奪へと変化しつつある。

　これまでのわが国のマーケティングは消費者がある程度「必要性を自覚してい

るモノ」に対応していく問題解決型のマーケティングが機能してきたが，現代の

消費が物理的な消費以外の消費の側面
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

が大きなウェイトを占めつつあることか

ら，消費行動への対応と予測がヨリ困難となりつつある。実際，実務の現場でも，

「モノが売れない，消費者を捉えることが難しい」「消費者が何を求めているのか

わからない」という意見を企業のマーケターの方から聞くことが多い。さらには

「消費がモノからコトへと変化している」という議論も増えてきている。このよう

に，実務に置いても消費のあり方を捉えなおさなければ対応できなくなってきて

いるということだ。

　これまでの消費者行動研究もそのほとんどが購買意思決定過程を主とする「モ

ノの獲得」に焦点があてられてきた（杉本 １９９７，p.１１；堀内 １９９７，p.７３；Schmitt 

１９９９，邦訳，p.４９；桑原 ２００１，p.１２０； Schmitt ２００３，邦訳，p.１３）。しかし

近年の消費はモノの獲得や達成手段といった消費行為だけで捉えられるほど単純

ではなくなりつつある。そのため消費者行動研究も，消費のプロセスや体験をも

  ２） 内閣府 平成１９年度確報国民経済計算第一部付表 家計の最終消費支出の構成比を比較した。
  参照元 URL「http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h１９-kaku/２１annual-report-j.html#upmark」。
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積極的に研究対象にとらえ，消費による物理的な変容だけでなく，心理的・情報

的な変容や充足（河合 １９９７；田中 ２００８）３），象徴的消費 ４）（松井 ２００４），記号

的消費（cf. Baudrillard １９７０；松井 ２００１）などの側面が大きなウェイトを占め 

るようになりつつある。そこで本稿の目的は主要な消費者行動研究アプローチの

変遷を整理していくことでブランド論の議論へとつないでいくことを目的とす

る ５）。

 ２ ． 消費者行動研究アプローチ

　２－１　古典的研究の系譜

　清水（１９９９）による歴史的展開を中心に整理すれば，理論的・概念的な消費者

行動研究の始まりはミクロ経済学の消費者選好理論に端を発した１９３０年代頃で

あったという（中西 １９９８；清水 １９９９）。ここで仮定された消費者とは経済予算

制約の元での効用最大化を行う経済人であり，経済心理学を基礎とする流れにあ

る。消費者需要の予測，家計の予算制約，必需品と贅沢品の割合などの市場把握

を中心とした研究であり，第二次世界大戦後も研究が続いていった（清水 １９９９，

p.１９）６）。

　第二次世界大戦後，米国ではヨリ豊かで自由消費の時代が訪れると，必需品の

消費を説明する経済学の理論だけでは消費行動を説明できなくなった。そこで，

それを埋める形で他の学問領域の理論を借用する考え方が提唱されるようにな

り，心理学や社会学を取り込みながら研究が進んできた（清水 １９９９，p.２０-２１）。

主な研究には「社会階層」，「準拠集団 ７）」，「対人的影響」の研究がある。社会階層

の研究はその後，デモグラフィック研究へ，準拠集団の研究は住んでいる地域や

家族の影響の研究へと発展した。対人的影響の研究は，後にオピニオンリーダー

  ３） 田中（２００８，p.６）は，「消費（consumption）とは，サービス・情報を含む商品について，人間が
購入（交換）・使用（経験）・所有（剥奪）・廃棄（リサイクル）を行う過程で消費者あるいは消費者

と商品の関係に心理的・物理的・情報的変容が生じることである」としている。

  ４） Veblen（１８９９）などによって提唱されてきた。
  ５） 本稿は関西学院大学大学院商学研究科 博士学位申請論文において消費者行動研究アプローチを

整理したものに加筆，修正を加えたものである。本稿においてあり得るべき誤謬等はすべて筆者

の責めに帰するものである。

  ６） これらの研究は後に多くの国で採用され，わが国でも経済企画庁の発表する景気動向調査（暮ら
し向き，家計収入，物価動向，耐久財の買い時判断の５つ）や日経産業研究所が四半期ごとに調

査する CFI（日経消費予測指数）などがある（清水 １９９９，p.３５）。
  ７） 自分の所属している集団（帰属集団），自分が属したいと思う集団（期待集団）などがある（清水

２００６，p.２１）。
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や口コミの研究へと発展していった（清水 １９９９，p.２０-２１）。

　１９５０年代後半になると，精神分析学に依拠するパーソナリティ研究とその手 

法としての数量的な尺度によるアプローチ，モチベーションリサーチ研究とその

手法としての深層心理法や投影法といった質的アプローチの研究が深まったこと

で，マズローの５段階欲求説に基づく VALSなどのライフスタイル分析などが盛

んに行われるようになり，セグメンテーションを中心とした軸の発見に注力され

た（清水１９９９，p.２２）。

　これらの研究を経て１９６０年代からマーケティング論の中で消費者行動研究 

が本格的に始まることとなった（青木 １９９２，p.１２９；阿部 ２００１，p.２）８）。１９６０

年代以降の本格的な消費者行動研究における主流は，行動修正（ behevior 

modification）アプローチ，情報処理（ information processing）アプローチ，解

釈（ interpretive）主義アプローチの３つである ９）（阿部 ２００１，p.１）。

　２－２　行動修正アプローチ

　１９６０年代の代表的なアプローチは，行動修正アプローチであった。その主な 

研究の特徴は，マルコフ行列モデルや線形学習モデルといった素朴な確率論的銘

柄選択行動モデルによって行動を予測することを目的とした研究（中西 １９９８； 

阿部 ２００１），消費者の包括的概念モデル（ハワード＝シェス・モデル，ニコシア

モデル，エンゲル・コラット・ブラックウェルモデル１０）など）がある。

　行動修正アプローチの基本的な枠組みは，人間（＝消費者）の行動を，刺激（広

告，価格など）とそれに対する顕示的反応（銘柄や店舗の選択，購買）とする「刺

激－反応（stumulus－ responce）」１１），およびその両者を繋ぐ媒介的反応（態度や

意図）を生体（organism）とし，それを解明する形で３つの側面で捉えようとする

  ８） １９６０年代に入り，心理学や社会心理学の分野の援用をうけ，フェスティンガー（L.Festinger）に
よる「認知的不協和」（ cognitive dissonance），カッツ（ E.Katz）とラザースフェルト（ P.F. 
Lazarsfeld）の「パーソナル・インフルエンス」（personal influence），バウアー（R.A.Bauer）の
「知覚リスク」（percieved risk）などの概念が消費者行動研究に投入されてきた（青木 １９９２，
p.１３０）

  ９） この代表的な３アプローチ以前のアプローチは，マーケティング論における消費者行動研究の中
でそれらの影響力は比較的小さい（阿部 ２００１，p.１-２）。なおここでいうアプローチとは，研究
目的，現象の認識の仕方，データ収集の方法，理論の立て方，テストの行い方などについて複数

の研究者によって共有される基本的考え方である（阿部 ２００１，p.１-２）
 １０） EKBとも呼ばれ，のちに消費者意思決定過程モデル（CDPモデル）として発展していった（田中

 ２００８，p.１２）。
 １１） 「刺激－反応」モデルは行動主義心理学を主とする流れに立つ（阿部 ２００１，p.２-３）。
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「刺激－生体－反応（stumulus－ organism－ responce）」１２）といった，いわゆる

「刺激－反応」パラダイムとよばれるものである１３）。このアプローチは行動主義心

理学や新行動主義心理学を中心とした領域であり，論理実証主義１４）に最も近いも

のである（青木 １９９２；清水 １９９９；阿部 ２００１）。

　行動修正アプローチによって消費者行動研究は包括的概念を通じた分析枠組 

の形成に貢献した１５）。また，予測を主目的としたことでマーケティングの視点か

らの実用性が高く，特に広告の分野で広く用いられてきた（青木 １９９２；清水 

１９９９；阿部２００１）。しかし，分析モデルに消費者の異質性を取込むことの困難

さ，企業が遷移行列データを定常的に確保することの困難さといった問題，刺激

としての広告への露出回数とその反応において必ずしも両者に一意的な関係を見

出せないことなどが露呈してきた（青木 １９９２；中西 １９９８；清水 １９９９）。

　そのため「刺激－生体－反応」の「生体」の部分にヨリ焦点があたる形で，１９６０

年代後半から１９７０年代前半にかけて「態度形成（attitude formation）」や「態度変

容（attitude change）」といった概念を中心とした研究へと入り，「多属性態度モデ

ル（multi-attribute attitude model）」に始まる一連の態度形成（ないし意思決定

ルール）の研究，および「コミュニケーション効果の階層性（hierarchy of effect 

model）」を中心とした一連の広告効果などの研究が盛んになった（青木 １９９２）。

　これらの研究を通じ，（１）選択ルールには多様性が存在すること，（２）消費者

の情報処理能力には限界が存在することなどが明らかにされてきたことで，行動

修正アプローチの限界を露呈することとなった。そのため，行動修正アプローチ

は次第に下火となり，１９７０年代の中頃以降，ヨリ消費者の内的・心理的プロセス

に強く照射した情報処理アプローチへと切り替わっていった（青木１９９２；中西 

１９９８；阿部 ２００１）。

 １２） 「刺激－生体－反応」モデルは新行動主義心理学を主とする流れに立つ（阿部 ２００１，p.２-３）。
 １３） ここでは青木（１９９２）に従い，消費者の行動を刺激に対する反応として捉えているという意味で，

S－ R理論と S－ O－ R理論を一括して「刺激－反応パラダイム」とする。
 １４） 観察証拠が科学的知識のための唯一の源泉，つまり言明できることだけが科学であり，言明でき

ないことは非科学といった境界である。時間・空間を超えた抽象的なモノ，あるいは体質といっ

たいわゆる形而上学的な言明は検証テストの可能性を持たないため，科学的知識の領域から排除

されることになる（cf. 川又 ２００９，p.５）。
 １５） 例えば，対象となる製品のライフ・サイクルごとに包括的問題解決，限定的問題解決，日常反応

的問題解決といった意思決定プロセスが異なるという仮定のもと意思決定の簡略化の説明，製品

の関与水準によって意思決定プロセスが異なること（EKBモデル），などを可能にした（清水
１９９９，p.７５）。
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　２－３　情報処理アプローチ

　情報処理アプローチは情報処理心理学あるいは認知心理学を基礎としており

（青木１９９２；中西１９９８；阿部２００１），論理経験主義１６），批判的合理主義１７）， 

科学的実在論１８）にもとづく「行動の説明」を主な目的としている（阿部 ２００１， 

p.５-７）。このアプローチの特徴は大きく３つある。

　第一の特徴は，基本的に消費者は所与としての目標・目的１９）を最適に満たす合

理的行動が仮定されている点である（青木 １９９２，p.１３３-１３４；石井 １９９３， 

p.１８２；清水 １９９９，p.９９；Huffman ２０００）。能動的に問題解決行動を取るため

に環境に対して積極的に働きかける Newell-Simon流の「人間の問題解決行動モ

デル」をベースにしたモデルであるとも言われている（青木 １９９２，p.１３３；青木

１９９３，p.１-２；清水 １９９９，p.７９-８０）。

　そのため，おのずと研究領域の中心は「購買を通じた問題解決」であり，問題

認識→情報探索→代替製品の評価→購買決定→購買後の行動といった「購買（意

思）決定プロセス」（Kotler and Keller ２００６，邦訳，p.２３８-２５２）を解明するこ

とであった。とりわけ，どのブランドを，なぜ，いかにして選択したのかという

購買までを主として分析されてきたのである（cf. 杉本 １９９３，p.２４）。情報処理

アプローチが購買意思決定に焦点を当ててきたことで，企業のマーケティング活

動の影響領域が明確になったことがこのアプローチの貢献であり，その領域とは

（１）選択集合の大きさにあたえる影響，（２）商品の特性に関する消費者の知覚（ま

たは信念）に与える影響，（３）選択の際の評価方式にあたえる影響，（４）購買後の

評価に与える影響，などである（中西１９９８，p.１５）。

　第二の特徴は，情報処理能力の限界と情報の認知・分解・統合があることを示

してきたことである（青木１９９２，p.１３４；清水１９９９，p.７９）。人間（＝消費者）の

 １６） 取り上げた理論やモデルから仮説を設定し，経験的テストを行う仮説検証型のアプローチであり，
理論の妥当性は異なる条件下でのさらなる実験の繰返しを通じた一般化が必要となる（cf. 阿部
２００１，p.６）

 １７） 科学的知識の真ではなく偽，つまり「反証が成立するならば，その命題は正しくない」ことを実証
することで，検証や確証の概念に変わる暫定的解でよしとする「験証」（ corroboration）である
（阿部 ２００１，p.７；川又 ２００９，p.８-９）。

 １８） 研究者が想定する現象は実在すると捉えるものである。例えば，構成概念としての「知識」や「態
度」の実在や，それらの因果関係を想定することも可能であり，概念間の関係が指標を通して測

定できることを是とするアプローチである（阿部 ２００１，p.７）。科学者が操作や介入できるものは
存在するといった「介入実在論」などもある（川又 ２００９，p.１８）。

 １９） 目標・目的は手段目的連鎖や関与によって一部は説明可能であるが，目標設定メカニズムや動機
づけの発生メカニズムは未解決のままであり，その起源とともにまだ十分明らかにされていない

（杉本 １９９３；新倉 ２００５，p.１０１）。
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能力には限界があり（有限能力），適応すべき環境について不完全な形でしか情報

を持ちえない（不完全情報）（青木 １９９２，p.１３４）。そのため，問題解決行動の結

果には不確実性がつきまとい，その不確実性を最小限にするために能動的環境適

応として，情報を「探索」（ search），「取得」（acquisition）し，内容を「解釈」

（ interpretation）する。そして既存情報との「統合」（ integration）と「貯蔵」

（storage）といった，一連の「情報処理」（ information processing）を必要とし

た行動をとるのである（同 p.１３４）。なお，ここで扱われる情報とは外部情報と 

（知識を含む）内部情報の２種類があり，外部情報が取り込まれ，内部情報との相

互作用によって行動判断が下される認知過程を理解することが研究の目的となっ

ている。そのため，行動の結果の違いは，消費者の関与や知識といった異質性，

あるいは同一個人であっても状況による違いを是としたものであった（ cf. 同

p.１３４）。

　第三の特徴は，満足化行動に従うということである。上述の情報処理能力の限

界から積極的に環境に適応しようとしても保有可能な情報は不完全なものであ

る。そのため人間（＝消費者）は目的達成のために常に最適な選択をするのではな

く（そのような選択はきわめて困難である），ある「限られた合理性」（bounded 

rationality）２０）の下に満足化原理（satisfying principle）に従って意思決定を行っ

ている（青木 １９９２，p.１３５）と考えられている。そのため，満足できる代替案な

らどれでもよいという選択状況が多くなる（中西 １９９８，p.１１），あるいは意思決

定の簡略化が起こることもある２１）。

　このように，情報処理アプローチはモノの獲得，ブランド選択といった目標階

層における下位の目標・目的レベルに集中した研究であり（杉本 １９９３，p.２２），

問題を解決するために消費者は製品属性を認知，分解，統合していくことを前提

とした効用モデルである。つまり，消費者を情報処理主体，効用追求主体として

考えており最終的には態度形成２２），購買に至るきわめて分析的であり効用追求的

 ２０） 経済学者 H.サイモンの提唱（中西 １９９８，p.１１）。
 ２１） 例えば意思決定ヒューリスティックスがある。これは，意思決定プロセスにおける経験則または

メンタルな近道のことであり，（１）利用可能性ヒューリスティックス（消費者は，ある特定の事 
例が心に浮かぶ早さと容易さをもとに予測を行う），（２）代表性ヒューリスティックス（消費者 
は，結果が他の事例をどれだけ代表するものか，あるいは類似しているかをもとに予測を行う），

（３）係留と調整によるヒューリスティックス（消費者はまず，最初の判断に到達し，その後，追

加情報に基づいて最初の印象を調整していく）などがある（Kotler and Keller ２００６，邦訳，
p.２５２）。

 ２２） 本研究における態度とは，ブランド全体についての評価的判断を示すものであり，「好き－嫌い」，
「良い－悪い」といった好意度に関する方向性を持つ（新倉 ２００５，p.１６４）ものとする。
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なアプローチである（cf. 和田 ２００２，p.２８-３１）。

　ではなぜ，情報処理アプローチがその研究対象を「購買」に焦点を当ててきたの

だろうか。その理由のひとつは，消費者研究が経営実践に寄与することを研究の

役割としてきたためである（桑原 ２００６，p.２１１）２３）。そのため，おのずと企業の

売上やマーケットシェアに関わる購買までが研究の中心となり，購入後のプロセ

スにあまり焦点を当ててこなかったのである（堀内 １９９７，p.７３；桑原 ２００１，

p.１２０；桑原 ２００６，p.２１１）。

　しかし１９８０年頃から，Holbrook and Hirschman（１９８２），Hirschman and 

Holbrook（１９８２）などの代表的な研究によって，「選択は使用といった消費体験

（consumption experience）や快楽的消費に依存している」，「購買は消費によっ 

ている」と考えられるようになり，解釈主義（体験主義）的なアプローチが拡大し

ていくようになった（cf. 桑原 ２００６，p.２１２；堀越 ２００７，p.９８）。

　この流れに伴い，情報処理アプローチの主目的である「行動の説明」ができる 

のであろうかといった疑念からいくつかの指摘がなされてきた。例えば，（１）娯

楽・芸術・レジャーといった快楽的消費は効用モデルでは説明できないこと（和

田 ２００２；阿部 ２００１，p.９），（２）低関与状況下の消費者の情報処理は極めて限定

されており，高関与な消費者という存在は限られているという批判２４）があること

（青木 １９９２，p.１４９），それゆえに，（３）消費者の多くは製品やブランドを属性

 ２３） この背景にはマネジリアル・マーケティングの視点としての Alderson（１９５７）の OBS（Organized 
Behavior System）概念が関連していると考える。OBSとは組織された行動体系のことであり，
常に存続と成長を目指して関連要因を対内，対外的に調整していくことで，マーケティング活動

の分析を可能としてきた。これは，機能主義的なアプローチであり，集団（目的や好意を持つ）を

前提とした社会科学としての人間行動の科学として扱うもので，消費者を問題解決者として位置

づけることで（６章），マーケティングの究極目標はその消費者への「適合（Fit）」であるとしてき
た（７章）。市場への適合と拡大のために，価格の切り下げおよび非価格的手段としての製品変化

や革新，広告・プロモーションがあり，消費者需要のプロセスには普及理論が関連することが論

じられてきた（９章）。需給の適合（流通）については，市場取引を通して実現され，取引能率の

向上を通じて進化するものとされ，生産側は造形と修正，流通では分類取揃え（分類，集積，配

分，取揃え）が重要とされる（８，１０章）。このような視点でマーケティングが論じられた背景が

あり，如何に消費者に購買させるかという点に重点が置かれたのは自然な流れであるといえる。

 ２４） その反論として，情報処理アプローチが低関与下の状況においても説明可能であることを示した
例として「精緻化見込モデル」（Elaboration Likelihood Model：略 ELM）（Petty et al. １９８３；
Petty and Cacioppo １９８６）がある。これは同じ態度形成であっても２つのルートがあり，中心的
態度変化（中心的ルート）と周辺的態度変化（周辺的ルート）である。動機があり，処理能力を保

持している高関与の状態では，製品関連の情報や広告メッセージ内容に対してヨリ注意を向ける

中心的ルートとなり，逆に動機がなく，処理能力が無ければ低関与状態であり，メッセージと直

接関係の無い色や送り手の信頼度などによる周辺的ルートで処理される。なお，どちらのルート

を通じて処理されたかにより，その後の行動も異なる可能性を示している（清水 １９９９， p.８８-８９；
Peter and Olson ２００５）。



�　橋　広　行

９

の束あるいは便益の束として認識していないにもかかわらず，認知的側面がすべ

てに先行するという想定への批判（青木 １９９２，p.１４９；和田 １９９８），（４）理論に

よって説明し残される部分が相対的に大きく，説明力の低さは予測力の低さにつ

ながっていること（阿部２００１，p.５）などである。このような点から情報処理アプ

ローチの限界がここに見えてきたのである。

　しかし，ポストモダン消費が拡大してきたとしても依然として合理的な消費も

存在している（間々田 ２００７）ことから，情報処理アプローチが説明できる領域も

ある。特に（１）高関与な消費者および高関与製品においては，ある程度の説明力

を保持していること，また（２）カテゴリーベースでの適合（matching）といった

「類比的」（analogical）な情報処理なども検討されてきていることなどから，情

報処理アプローチの研究はまだ発展する余地があると考えられている（cf. 青木

１９９２，p.１５２；新倉 ２００５）。

　このような変遷から，現在の主流は情報処理アプローチと解釈主義アプローチ

が併存する形でそれぞれが発展してきている。そこで次に，この２つのアプ 

ローチの比較を通じて解釈主義アプローチの特徴を述べていくことにする。

　２－４　解釈（体験）主義的アプローチの台頭

　解釈（体験）主義アプローチ（以下：解釈主義アプローチ）２５）は，消費者の意味

を解釈することで消費行動を理解しようとするものであり，相対主義的哲学観２６）

に基づいている（村山 ２００９，p.５０）。

　解釈主義は，現実が本質的に心理的に認識されるものと考えるため，ひと

つの世界が存在することを否定する。人は，理論，フレームワーク，カテゴ

リーなどを通じて世界を認識し，構成すると考えるのである。異なる人が存

在し，また異なる世界が構成されるため，複数の現実が存在し，またそれは

変化し続けると考える。そして解釈主義は世界を部分の総計ではなく，ホリ

スティック２７）にみる。また世界を構成要素に分解してその普遍的な要素間関

係をみるという考え方は否定され，人はコンテクストの中で個々の行動を意

味づけるために，そのコンテクストを理解することを重視する。必然的に，

自然の複雑なコンテクストから構成要素を抜き出す研究方法は認められず，

 ２５） 人文主義的（humanistic）アプローチ，記号論的アプローチ，自然主義的（naturalistic）アプロー
チ，実存現象学的（existential-phenomenology）アプローチなどが解釈主義アプローチを採用した
代表的研究例である（村山 ２００９，p.５０）。

 ２６） 研究者の主観や視点の紛れ込むことを是とするもので，研究者の視点によって異なった解釈を生
み出すという立場である（cf. 阿部 ２００１，p.８）。

 ２７） ここでは「ホーリスティック」に統一せず，原文のまま「ホリスティック」とした。
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参与観察法に代表されるライブ感覚が不可欠であると考えられている。ま 

た，認知理論における合理的情報処理人に対して，解釈主義的アプローチで

は，人間の自発的（な環境応答的）２８）性格を重視する。人は，外部の情報を

処理するだけでなく，その外部情報を含んだ環境・世界を構成するために積

極的に行動し相互作用を行うととらえるのである（村上 ２００９，p.５１-５２）。

　このように，解釈主義アプローチは研究者自体を含み，ホーリスティックな視

点でコンテクストに対応するダイナミックな変化と，多様な世界が存在すること

を是とするものである。そのため，情報処理アプローチと解釈主義アプローチは

全く異なっており，両者は「認知的 対 感情的」とも「多属性認知構造的 対 感情

的ホーリスティック＆ゲシュタルト的」である（和田 １９９８，p.８１）とも考えられ

ている。

　両アプローチを対比したのが図表１である。情報処理アプローチが従来の財や

サービスを対象に経済学的なマネジリアルの成果を求めることから，そこで扱わ

れる消費者は問題解決を行うために，認知的な情報探索と信念・態度・意図（購

買意思）・選択の過程を通じた情報処理的行動によって，機能的に目標達成する

「合理的情報処理人」が想定されていた。そして行動の結果から満足度や 

行動の強化を通じ再購買へと至る，と考えられてきた（Belk １９９５；Holbrook 

and Hirschman １９８２；Hirschman and Holbrook １９８２；阿部 ２００１；和田 １９９８；

２００２；松井 ２００４；村上 ２００９）。

　それに対し，相対主義的な解釈主義アプローチは，娯楽・芸術・レジャーと

いったサービス財が中心であり，主観的特徴や象徴的意味を探索するために，実

際の体験や非言語刺激，五感に訴える刺激を通じ，情動や消費体験を媒介にした

快楽的志向や時間消費を対象としてきたのである。そして行動の結果，表象（イ

メージ）や夢，ファンタジーといった連想が拡大していくことになる（Belk 

１９９５；Holbrook and Hirschman １９８２；Hirschman and Holbrook １９８２；阿部 

２００１；和田 １９９８；２００２；松井 ２００４；村上 ２００９）。

　この解釈主義的アプローチが拡大してきた背景のひとつには，米国やわが国が

消費社会へと変化してきたこととも関係している。１９６０年代から１９７０年代にか

けてのモノの獲得によって豊かさを享受してきた問題解決型の消費から，１９８０年

以降の消費のプロセスや消費自体を楽しむ快楽的消費への変化に対応する形で，

消費者行動研究もその研究領域を拡大してきたと考えるべきだろう。

 ２８） カッコ内は筆者補足。
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図表１　情報処理アプローチと解釈主義アプローチの比較

解釈主義アプローチ情報処理アプローチ

相対主義（Relativism）
論理経験主義（Logical empiricism）
批判的合理主義（Critical rationalism）
科学的実在論（Scientific realism）

主義

娯楽・芸術・レジャー（Entertainment, Arts, Leisure）
主観的特徴の象徴的意味を探索
（Subjective features, Symbolic benefits）

従来の財・サービス（Goods, Services）
客観的特性にもとづく，功利的機能に注目
（Objective features, Tangible benefits）

対象

社会学（Sociological）
文化人類学（Anthropological）
マクロ（Macro）
文化的（Cultural）
文化の多様性（Multicultural）

経済学（Economic）
心理学（Psychological）２９）

ミクロ（Micro）
マネジリアル（Managerial）
アメリカ中心（American）

焦点

領域

定性的研究（Qualitative）
　－参与観察法（Observation）
　－エスノグラフィー（Ethnographies）
　－創発的理論（Emergent theory）

定量的研究（Quantitative）
　－実験（Experiments）
　－サーベイ（Surveys）
　－先見的理論（A priori theory）

手法

快楽的消費志向（Hedonic response）問題解決志向（Problem solving）タスク

時間（Time）お金（Money）資源

パーソナリティ（Personality）
感覚的探索（Sensation seeking）
創造性（Creativity）など

デモグラフィック（Demographics）
社会経済学的なライフスタイル
（Socioeconomics Life-style）

個性

実際の体験
文章的（Syntactic）
非言語刺激（Nonverval）
五感に訴える刺激（Multisensory）

製品属性の評価（多属性態度モデル）
語意（Semantic）
言語刺激（Verbal）

刺激

特性

感情的視点の強調（Emphasis on emotions）
　－方向認識（Orientation reaction），覚醒（Arousal）
　－探索的行動（Exploratory behavior）
　－表象（Imagery）
　－ファンタジー（Fantasies），夢（Dreams）
　－情動・感情（Emotion，Affect）
　－フィーリング（Feeling）
　－消費体験（Consumption experience）
　－活動（Activities）

認知的視点の強調（Emphasis on cognitions）
　－認知的反応（Cognitive responces）
　－情報獲得（Information acquisition）
　－知識構造（Knowledge structure）
　－信念（Belief）
　－態度（Attitudes）
　－選好（Preferences）
　－購買意思決定（Purchase decision）
　－選択（Choices）

媒介

反応

楽しみ（Fun）
喜び（Enjoyment）・快楽（Pleasure）

機能（Function）
目的達成（Result / Purpose）

結果

応答（Respondent）
連想（Association）
接触（Contiguity）

自発的（operant）
満足（Satisfaction）
強化（Reinforcement）

学習

 ２９） Holbrook and Hirschman（１９８２）では，解釈主義アプローチに心理学が含まれていたが，年代を
考慮し，Belk（１９９５）に従い，情報処理アプローチに分類した。

（出所） Belk（１９９５），Holbrook and Hirschman（１９８２），阿部（２００１），和田（１９９８；
２００２），松井（２００４），村上（２００９）を参考に筆者作成。
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　とりわけ，現代のわが国の経済は産業構造のソフト化が進み，物質的な財の品

揃えにおいてはすでに飽和状態にあることから，多くの財は生活の豊かさを演出

する部分へとその競争が移ってきている（cf. 和田 １９９８，p.８１）。また消費者も

いつ，どこで，時間とお金を使うか，といった経験を買うことが重要となってき

ており，自分像に合ったものを買うようになってきている（Gilmore and PineⅡ 

２００７，邦訳，p.１-１２）。そのため，従来の解釈主義アプローチがその対象を娯

楽・芸術・レジャーとしてきたが，コモディティ商品分野においても差別化のひ

とつの方向として，情動や消費体験を通じた解釈主義アプローチが（すべてとは

いわないまでも）多くの消費次元において主流のアプローチとなりつつある（和

田 ２００２，p.３１）と考えられる。

　つまり，近年の消費者行動を把握するためには情報処理アプローチだけでな 

く，ホーリスティックな知覚や感覚的視点としての解釈主義アプローチをも包含

することが必要になると考える。

 ３ ． まとめ

　本稿では，消費者行動研究の主だったアプローチにおける変遷とその経緯につ

いて整理してきた。古典的な行動修正アプローチだけでは消費者を理解すること

は難しくなりつつあり，近年においては情報処理アプローチと並行する形で，解

釈主義アプローチが台頭してきている。この２つのアプローチは焦点を置く領域

が異なるため，用いられる研究手法，および明らかにされる消費者像（タスク，

資源，個性，刺激特性，媒介反応，結果，学習）は異なる。どちらが正しいとい

うものではなく，ヨリ合理的な消費，あるいは高関与な状態を前提とした，属性

に基づく問題解決型の情報処理アプローチによって説明できる消費もあれば，消

費者の主観的な快楽あるいは体験を通じた消費自体のプロセスを楽しむ消費もあ

る。これらの違いに影響するのはタスクとしての目的の違いであり，負やマイナ

スの状態，ニーズを充足するといった何らかの欠乏状態を満たすことが目的とな

る場合，ブランドやサービスの獲得を通じた問題解決が重要となる。一方，問題

を充足するというより，消費自体が目的となる場合，そのプロセスが重要となる。

これらの目的の違いによって用いられるアプローチも当然異なる。

　近年，多くの製品カテゴリーにおいてその競争の軸は情報や消費体験といった，

解釈主義的アプローチの視点へと変わりつつある。そのため，ブランドは自らを



�　橋　広　行

１３

問題解決のためのブランドとしての機能性を強調するのか，あるいはプロセスを

楽しむためのブランドとして位置づけるのかによって，同じ製品カテゴリーで

あってもその戦略は異なってくるだろう。マーケターは消費者行動研究のアプ

ローチを使い分け，消費者を理解し，ブランドを構築していく必要がある。

　そしてまさに，この消費者行動研究の変遷に対応する形でブランド論もその議

論の中心が変わりつつある。とりわけ多くの市場が製品やブランドで溢れ，どの

製品カテゴリーにおいてもコモディティ化が進みつつあるため，新しいブランド

をヨリ多く投入する戦略から，既存ブランドを育成するブランド・マネジメント

の重要性が高まってきている。ブランドとの接点を如何に構築するのか，消費を

通じた経験（価値）を如何に作り上げていくかという点が，顧客満足とブランド・

ロイヤルティの重要な決定要因（cf. Schmitt １９９９，邦訳，p.４９）になってきてい

るのである。このような状況を鑑み，ブランド論についてもその議論の中心と位

置づけを整理していく必要があると考える。

（筆者は，関西学院大学大学院 商学研究科 博士課程後期課程３年／　

Ipsos日本統計調査株式会社 研究員）
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